別紙　様式第１号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　　年度　石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業（○○）計画申請書

　このことについて、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領第２の１の規定に基づく事業計画書を作成しましたので申請します。

別紙　様式第２号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　事業主体　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川県知事　　　　　　　　
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業（○○）計画承認通知書

並びに割当内示について

　石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領第２の２の規定に基づき、事業計画書が承認されたので通知します。

　併せて、下記のとおり○○円を割当内示しますので、石川県補助金交付規則（及び石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領）の規定に基づき　年　月　日までに補助金交付申請書を提出願います。

記

                                                                  （単位：円）
	区　　分
	国　　費
	県　　費
	補 助 金 計
	備　考（補助率）

	　事　業　費
	
	
	
	


別紙　様式第３号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業（○○）計画変更承認申請書

　このことについて、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領第３の１の規定に基づく事業変更計画書を作成しましたので申請します。

記

　　　１．変更理由

　　　２．変更計画の内容

別紙　様式第４号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　事業主体　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川県知事　　　　　　　　
[image: image1.emf]基 金 県 費 自己負担金

円 円 円 円

合計

  (注)　(1) 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

        (2) 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸し付け、担保提供等別に記入すること。

        (3) 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。

        (4) この様式により難しい場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
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（税込）
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財 産 管 理 台 帳

耐用

年数

事業の内容

市 町 名

事 業 名

メ ニ ュ ー 名


　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業（ ○○ ）　計画変更　承認通知書

                                                         　 　　改善計画

　石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領第３の規定に基づき、変更計画　を承認したので通知します。                                            　 改善計画

　併せて、下記のとおり○○円を割当内示しますので、石川県補助金交付規則（及び石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領）の規定に基づき　年　月　日までに補助金交付申請書を提出願います。

記

                                                                  （単位：円）
	区　　分
	国　　費
	県　　費
	補 助 金 計
	備　考（補助率）

	　事　業　費
	
	
	
	


別紙　様式第５号

　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業の内容及び経費の配分                                         　 （単位：円）

	
	区　　     分
	事　　業　　費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
	補助事業に

要する経費

（Ａ+Ｂ）
	経費内訳

	
	
	
	国費
（Ａ）
	県費
（Ｂ）
	自己負担金
（Ｃ）

	
	事業費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


別紙　様式第６号

事業明細　　　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業                            　　　 　　　　　　　　　　       

	メニュー


	事業種目


	施  行

箇所名
	工種又は

施設区分
	構造規格

又は規模
	事業量


	事 業 費

(Ａ十Ｂ＋Ｃ)
	補助事業に要する経費(Ａ＋Ｂ)
	経　　費　　内　　訳
	工　　　期
	受

益

戸

数
	補

助

率


	備 　考



	
	
	
	
	
	
	
	
	国　費

(Ａ)
	県　費

(Ｂ)
	自己
負担

(Ｃ)
	着手

(予定)

年月日
	竣工

(予定)

年月日
	
	
	

	合 計
	計
	小 計
	
	
	
	円

	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


〔様式の記載要領〕

	区　　　　　　　　　分
	記載事項

	１　メニュー、事業種目、工種又は施設区分
	事業計画書による区分ごとに記載する。

	２　施行箇所名
	字単位まで記載する。

	３　構造規格又は規模
	機械、建物、土地の整備等について記載する。

	４　事業量

	工種又は施設区分ごとに記載する。

工種又は施設区分のうち呼称単位が「式」又は「－」で表示されているものについては、一件ごとに記載するが、備考欄に「別紙内訳表　（○○）のとおり」と表示し、別紙内訳表（○○）にその内訳を記載し事業費明細に添付する。

	５  事業費
	工種又は施設区分ごとに消費税を含む額を記載する。 ただし、林業機械リース支援の場合においては、リース物件取得額（税抜き）に　（リース期間／法定耐用年数）を乗じた額を記入する。

	６　経費内訳
	事業種目ごとに計欄のみ記載する。ただし、林業機械リース支援の場合には、リース料総額を記入し、リース料総額からリース物件取　得価格（税抜き）を差し引いた額を記入する。自己負担（Ｃ）欄には、リース物件取得額（税抜き）に（リース期間／法定耐用年数）を乗じ　た額を記入する。

	７　受益戸数
	事業種目ごとに計欄のみ記載する。「受益戸数」のとり方は、事業計画における受益戸数を記載する。

	８  工期
	工種又は施設区分の呼称単位ごとに記載する。

	９  補助率
	県の補助（国費、県費の計）率を計欄に記載する。

	10　その他
	（１）同一事業種目に補助率の異なるものがある場合にあっては、それぞれ細計をとり経費内訳を記入する。

（２）事業主体が課税事業者である場合は、計欄の備考欄に消費税額を記載する。（簡易課税の場合は不要）

	
	


別紙　様式第７号                                                        
別紙内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	事  業  種  目


	
	工種又は

施設区分
	

	施 設 等 区 分


	構造規格又は規模


	事　業　量


	事  業  費


	備　 考



	
	
	
	      　　　

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	    計

	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　事業明細において事業量欄の単位が、「式」又は「－」と表示される場合のみに用いる。
　　２　同一機械にあっても、構造規格又は規模が異なる場合には単位ごとに記入のこと。また事業量欄は、単位ごとに記載することから「式」、「－」の表示はしないこと。

別紙　様式第８号
年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業収支予算書
１　収　　入                                                       （単位：円）

	区　 分
	予算額
	備考

	補助金
	
	

	自己負担金
	
	

	計

	
	

	
	
	


 （注）資金調達方法確認のため、備考欄には、自己負担金の具体的な調達方法（借入を行う場合は、金融機関名）を記載するものとする。

２　支　　出                                                        （単位：円）

	区　 分
	予算額
	備考

	
	                
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	 
	
	

	
	
	

	 
	
	

	計

	
	

	
	
	


（注）備考欄には、経費区分の内容を記載するものとする。

別紙　様式第９号
　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業の内容及び経費の配分                                              （単位：円）

	
	区　　     分


	事　　業　　費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
	補助事業に

要した経費

（Ａ+Ｂ）
	経費内訳

	
	
	
	国費
（Ａ）
	県費
（Ｂ）
	自己負担金
（Ｃ）

	
	事業費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


別紙　様式第１０号
事業明細　　　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業                                　　　 　　　　　　　　　　       

	メニュー


	事業種目


	施  行

箇所名
	工種又は

施設区分
	構造規格

又は規模
	事業量
	事 業 費

(Ａ十Ｂ＋Ｃ)
	補助事業に要した経費
（A＋B）
	経　　費　　内　　訳
	工　　　期
	受

益

戸

数
	補

助

率


	備 　考



	
	
	
	
	
	
	
	
	国　費

(Ａ)
	県　費

(Ｂ)
	自己負担

(Ｃ)
	着手

年月日
	竣工

年月日
	
	
	

	合 計
	計
	小 計
	
	
	
	円

	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	　　　　　　　円
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


〔様式の記載要領〕

	区　　　　　　　　　分
	記載事項

	１　メニュー、事業種目、工種又は施設区分
	事業計画書による区分ごとに記載する。

	２　施行箇所名
	字単位まで記載する。

	３　構造規格又は規模
	機械、建物、土地の整備等について記載する。

	４　事業量

	工種又は施設区分ごとに記載する。

工種又は施設区分のうち呼称単位が「式」又は「－」で表示されているものについては、一件ごとに記載するが、備考欄に「別紙内訳表　（○○）のとおり」と表示し、別紙内訳表（○○）にその内訳を記載し事業費明細に添付する。

	５  事業費
	工種又は施設区分ごとに消費税を含む額を記載する。 ただし、林業機械リース支援の場合においては、リース物件取得額（税抜き）に　（リース期間／法定耐用年数）を乗じた額を記入する。

	６　経費内訳
	事業種目ごとに計欄のみ記載する。ただし、林業機械リース支援の場合には、リース料総額を記入し、リース料総額からリース物件取　得価格（税抜き）を差し引いた額を記入する。自己負担（Ｃ）欄には、リース物件取得額（税抜き）に（リース期間／法定耐用年数）を乗じ　た額を記入する。

	７　受益戸数
	事業種目ごとに計欄のみ記載する。「受益戸数」のとり方は、事業計画における受益戸数を記載する。

	８  工期
	工種又は施設区分の呼称単位ごとに記載する。

	９  補助率
	県の補助（国費、県費の計）率を計欄に記載する。

	10　その他
	（１）同一事業種目に補助率の異なるものがある場合にあっては、それぞれ細計をとり経費内訳を記入する。

（２）事業主体が課税事業者である場合は、計欄の備考欄に消費税額を記載する。（簡易課税の場合は不要）


別紙　様式第１１号
　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業収支精算書
１　収　　入                                                       （単位：円）

	   区　 分 

	  予算額 

	　精算額

	　　　 左の内訳
	    　　備　　　　考


	
	
	
	 収入済額
	 未収入額
	

	 補　助　金
	
	
	
	
	

	 自己負担金
	
	
	
	
	

	 　  計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　支　　出                                                       （単位：円）

	   区　 分  

	  予算額 

	　精算額


	　　　 左の内訳
	    　　備　　　　考


	
	
	
	 支出済額
	 未支出額
	

	
	
	
	
	
	

	  
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	      計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１．支出済額の確認ができる資料（通帳、振込書の写し）を添付すること。

　　２．未支出額のうち、自己負担金については、備考欄に具体的な調達方法、支払い時期を　　　　　記載すること。
　　３．未支出額については、支払いを行った際、額の確定後であっても、支払いが完了したこ
　　　　　とを確認できる資料（通帳、振込書の写し）を提出すること。

別紙　様式第１２号

　理　由　書
事業費関係
	事業種目


	工　種　又　は

施　設　区　分
	事　業　量
	事　　業　　費
	変　更　内　容


	変　　　　更　　　　理　　　　由



	
	
	当 初
	変 更
	当　初
	変　更
	
	

	
	
	
	
	　　　千円

	　　　千円

	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）変更理由が判るよう資料を添付すること。

別紙　様式第１３号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
着　　　　　工　　　　　届
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業補助金交付決定の通知（　　年　月　日付森管第　　　　号）に基づく下記の事業を着工したので、石川県補助金交付規則及び石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定により届け出します。

記

	事　業

種　目


	事業内容

事業量

	事業費

　（円）

	請負

委託

購入

直営

の別
	契約の　相手方名


	着　工

年月日

	竣　工

年月日

	備考



	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	


（注）請負、委託、購入の場合、契約書写しを添付すること
別紙　様式第１４号                    
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
竣　　　　　工　　　　　　届
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業補助金交付決定の通知（　　年　　月　　日付森管第　　　　号）に基づく下記の事業を竣工したので、石川県補助金交付規則及び石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定により届け出します。

記

	事　業

種　目


	事業内容

事業量

	事業費

　（円）

	請負

委託

購入

直営

の別
	契約の　相手方名


	着　工

年月日

	竣　工

年月日

	備考



	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	
	
	
	
	
	
	


（注）変更契約がある場合、変更契約書写しを添付すること

別紙　様式第１５号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業補助金概算払い請求について

　　　年　月　日付け森管第　　号により補助金交付決定通知のあったこの事業について、別紙出来高調書を添えて概算払い請求いたします。

別紙　様式第１６号

　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業　出来高調書
　　年　　月　　日現在

	 事業種目

	 工種又は

 施設区分

	 事  業  費

    (A)

          円

	 補助金額
     (B)

          円

	補助率

    ％

	　出来高
	　既受領額
	今回請求額
	残額
	事業完了予定

 年月日


	
	
	
	
	
	  金    額

    (C)

         円
	出来高率(D)=

 (C)/(A)

     ％
	補 助 金 額

(E)=(B)×(D)

         円
	  金   額

    (F)

        円
	月　日までの出来高

     ％
	  金    額

  (G)=(E-F)

         円
	  金    額

 (H)=(B-F-G) 　　　　円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　 　 計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	(注)

Σ(H)≧
Σ(B)×0.1


(注１)出来高率は、小数点以下１位を切り捨てし、整数で記載する。

(注２)金額(C)、(F)、(G)は、千円未満を切り捨てし記載する。

(注３)残額の合計が補助金額の１０％以上であること。

        調査の結果上記のとおりであったことを確認する。
        　　年　　月　　日　　　　○○農林総合事務所　　職　氏　名　　　　　　　　　
別紙　様式第１７号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業計画達成状況報告書

　このことについて、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき、達成状況調査結果を報告します。

別紙　様式第１８号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業（○○）により導入した

施設等の改善計画書

　このことについて、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき、改善計画書を作成したので提出いたします。

記

　
　　１．施設名
　　２．事業実施箇所
　　３．目標の概要
　　４．達成状況（率）
　　５．改善計画の内容
　　６．改善措置の実施期間

別紙　様式第１９号
第　　　　　号

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　
　　年度　石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業遂行状況報告書

　　年　　月　　日付森管第　　　　号により補助金交付決定の通知があった間伐材等加工流通施設整備等交付金事業の遂行状況について、石川県補助金交付規則及び石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

      １．事業遂行状況　　（別紙のとおり）

      ２．そ　の　他

別紙　様式第２０号
石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業　遂行状況
年９月３０日

	事 業

種 目


	工種又は

施設区分


	事 業

主 体


	計     画
	遂行状況
	備　　考


	
	
	
	事業費

（円）

	交付額

（円）

	事業着手

年月日


	事業完了

予定年月日


	進捗率

 ％

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注１）事業種目及び工種又は施設区分は、交付申請書（変更交付申請書）のとおりとする。

  （注２）進捗率は、当該事業の進捗率を記載すること。

  （注３）備考欄には、進捗率に関する補足事項を記載すること。

 別紙　様式第２１号
〇〇年度△△事業により取得した財産の使用に関する誓約書

年　　月　　日

　　　石川県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　は、〇〇年度△△事業補助金交付に付された条件を遵守し、取得した財産を使用して森林関係法令の違反等不適切な行為を行わない旨誓約いたします。

別紙　様式第２２号
　　年　　月　　日　
　
　石川県知事　　　　　　　様
                                          住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　
　　　石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した施設の
増改築等について（協議）
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した施設について、下記のとおり増改築したいので、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき協議します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　増改築しようとする理由　
２　増改築の内容
   (1)取得施設
	取    得
年 月 日

	事業種目

	事　業　内　容
	事 業 費
(千円)
	国　　庫
補助金額
(千円)
	備　　考


	
	
	工種又は
施設区分
	構造又は
規　　格
	数　　量

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


   (2)増改築の計画
	増改築の計画

	増改築の予定
年　 月 　日
	事　業　内　容
	事 業 費
(千円)
	備　　考


	
	
	工種又は
施設区分
	構造又は
規　　格
	数　　量

	
	

	
	
	
	
	
	
	


別紙　様式第２３号
　　年　　月　　日　
　
　石川県知事　　　　　　　様
                                          住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　
石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した機械施設の処分について
　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得し耐用年数を経過していない機械施設について、下記のとおり処分したいので、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき申請します。
                                       記
１  処分しようとする理由
２  処分の内容
   (1)取得施設                                                                       
	取    得
年 月 日
	事業種目
	事　業　内　容
	事 業 費
(千円)
	国庫金
相当額
(千円)
	備　　考


	
	
	工種又は
施設区分
	構造又は
規　　格
	数　　量

	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


   (2)処分計画                                                                   
	処分
内容
	処　分
予　定
年月日
	処分の
相手方
	事　業　内　容
	処分に係
る事業費
(千円)
	処　分
価　格
(千円)
	残　存
価　格
(千円)
	備　考


	
	
	
	工種又は
施設区分
	構造又は
規　　格
	数　量

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  注）処分内容は、目的外使用（事業の中止、取り壊し）、譲渡、交換、貸付、担保等に分けて　　記載すること。
３　現況写真 
別紙　様式第２４号
　　年　　月　　日　
　
　石川県知事　　　　　　　様
                                          住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　
石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得し、
耐用年数を経過した機械施設の処分について
　　　年石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した財産については、既に耐用年数を経過しているところですが、下記のとおり処分することとしたので、石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき報告します。
記
　　　　　　　　　　１　処分施設の内容及び処分の方法
　　　　　　　　　　２　現況写真
別紙　様式第２５号
　　年　　月　　日　
　
　石川県知事　　　　　　　様
                                          住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者氏名）　　　　　　　　　　
    　　　年度石川県被災木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した
機械施設の災害報告について
　　　年度木材加工流通施設等復旧対策事業により取得した機械施設が○○○○により被災したので木材加工流通施設等復旧対策事業実施要領の規定に基づき報告します。
記
１　被災施設の概要
  （１）事業種目
  （２）事業主体
  （３）施設の所在地
  （４）構造及び規模
  （５）事業費（千円）
        全体事業費
        国　　　費
        県　　　費
        市町村費
        そ  の  他
        補　助　率（％）
  （６）取得年月日
 ２ 災害の概要
  （１）災害の原因
        令和○年○○月○○日   第○号台風による強風
        （○○気象台調べ○時○分　○○ｍ／Ｓ瞬間風速）
        令和○年○○月○○日　　火災
  （２）被災の程度
        屋根○○㎡及び○○機械○○台破損（焼失）
        破損（被災）額（千円）
 ３ 復旧計画等
  （１）応急措置
        （例）災害部分について応急措置（暫定措置）として屋根を被覆した。
  （２）復旧計画
        （例）○○年度使用時期までに自己資金で復旧し、本来の機能の復旧を図る。
      （ア）復旧見積額（千円）
      （イ）復旧時期　　　令和○年○○月○○日～令和○年○○月○○日
 ４ その他
    添付資料　被災状況写真（正面写真、側面写真等）
国交付要綱別記様式第９号
















